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米 貿 易 の 構 造 分 析 -

佐 々 波 楊 子  

松 村 敦 子

は じ め に

1985年 4 月の日米貿易収支不均衡は40億ドルを超え，前年を上回るペースで増加した。経常収支 

な 、しは資易収支の均衡を多国間で因るのが多角的§ 由貿易主S の基本である。 それにもかかわら 

ず二国間貿易収支の不均衡は， きわめてしぱしぱ対外経済摩擦を惹起してきた。 ことに日米間にお 

いては，1969年〜1972年，1976年〜1978年，そして1981年 か ら 現 在 （1985年 6 月）と，いずれも日本 

側の大幅な貿易収支の黒字を計上した時期に激しい経済# 擦がおきている。 このいずれの時期にも， 

日米両国ともに経常収支全体でも日本は黒字，米国は赤字を出しており， 日米間のみの問題として 

取り上げられるべきでないことは明らかである。 しかしながら，世界貿易のなかで大きな比重を占 

める日米資易の緊張度が増すことは，世界貿易の拡大に次のような悪影響を及ほ'す可能性がある。

まず日米二国間貿愿収支の不均衡が経済学的には意味をもたないとはいえ，不均衡をま成してい 

る特定品目についての対米輸出急増は，保護主義勢力台頭の誘因となる。 また，不均南の要因が日 

本側の市場閉鎮性に起因するとの主張や，マクロ経済運営が世界経済拡大に貢献していないとの非 

難にもし少しでも根拠があるとすれば， 自由貿易体制の受益国である日本は，貿易政策を再検討す 

る必要がある。

これまでの日米経済唐擦に際しての対日要求と， 日本側の政策対]̂ ：、および予定される政策効果は， 

表 1 のように要約できる。

対日要求はきわめて多岐にわたるが， 予定される政策効果は， 輸入拡大， 市場透明度の向上お 

よび輸出抑止に集約される。 このうち輸出自主規制による輸出抑止と輸入割当量の増加による輸入 

拡大を除くと，すべて内需拡大による所得増加に輸入がどのように反応するか—— 輸入所得弾力性 

一一，円高や関税弓I下げによる輸入価格の変化によって輸入がどれだけ増加するか—— 輸入価格弾 

力性—— によって政策の具体的な効果が決まる。

注 * 本稿は，「女性のためのュッソ研究奨励制度」の財政援助のもとで行われた共同研究，「石油危機後の日本貿易構造 

変化」の一部である。
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表 1 対日要求と政策効果

対 日 要 求 政 策 対 応 予 定 効 果

( A ) 市 場 開 放  
農産物自由化 
製品輸入促進

先端技術分野市場開放

基 ,認 誰 制 度  
輸 入 手 続 改 善

関税引下げ• 輸入割当量増加 
輸入促進融資• 流通機構.ビジネス慣 
行改言等
ハイテクワーキンググループ発足’デ 

ータ処理規制緩和等 
0 T 0 の活用
外国検査データの受入手続の簡素化等

輸 入 拡 大  

市場透明度の向上

( B ) 内 需 拡 大 民 間 活 力 導 入  
住 宅 • 生活環境整備 
週休二日制普及

輪 入 拡 大  
輸 出 圧 力 減 少

( C ) 金融•資本市場自由化 先物予約実需原則見直し 
円の国際化促進等

円安是正を通じ
1輸入拡大 
U i出抑止

市場透明度の向上

( D ) 集中豪雨的輸出の回避 輸出自主規制 輸 出 抑 止

資料） 対外経済問題誰問委員会報告1985年4 月および小官〔4〕。

本稿の目的は， 日米貿易の構造的特質を相互貿易の弾力性分析を通じて明らかにすることにある。 

そして， 日本市場の開放や内需拡大といった政策手段が，貿易収支の不均衡是正にどの程度の効果 

をもつと考えられろ力、，経験的なインフォメー ションを提供することにある。

第 一 享 日 米 貿 易 構 造 の 特 徴  

第二章分析モデルと推定式の特定化 

第三享日米輸入関数の計測結果 

まとめ若千の政策的含意

第一章日米貿易構造の特徴

. 日本のマクロでの輸出入弾力性が著しく異なることは，Houthakker &  M ag ee〔2 〕の古典的な

研究成果が発表されて以来きわめてしぱしぱ指摘されてきた。Houthakker &  M ageeのt十測結果,

が示すように， もし輸出所得弾力性が輸入所得弾力性の3 倍であれば，貿易収支黒字は日本の成長

率が海外需要増加率の3 倍以上でなけれぱ縮小に向わない。 また輸入価格弾力性はつねにきわめて

小さい。 これらのマクロペースの輸出入弾力性が異なるのは，一 '̂̂ 3には日本の輸出入商品構成が著
( 1)

しい非対称性をもつためである。すなわち，輸出は所得弾力性の高い少数の工業製品に集中し，輪

注 （1 ) 輪出入商品構造と輪出入弾力性との関連については，佐々波. 菊池〔7〕参照。
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表

日米貿易の構造分析 

日 米 貿 易 の 商 品 構 造 （1 9 7 3年 〜 1 9 8 4年） ( 単 位 ：

B 本 の 对 米 就 入

品目 年 1973 1974 1975 1976 1977 1978 1979 1980 1981 1982 1983 1984

食 料 品 21.3 20.5 21.4 22.7 22.1 24.1 21.6 21.2 23.9 20.5 21.3 21.4

原 料 品 32.1 26.7 27.1 26.7 29.0 28.3 29.4 26.1 20.4 19.4 19.0 18.8

燃 料 5.9 13.2 15.2 11.0 9.7 3.2 5.6 7.4 9.1 10.0 6.6 7.8

中 間 財 12.5 12.0 9.7 12.2 12.0 13.0 14.2 16.3 16.3 18.9 19.0 16.7

(化 学 製 PP; 7.7 8.0 6.7 9.2 9.3 9.5 10.0 10.4 10.9 12.6 13.1 13.9

最 終 財 28.2 27.6 26.6 27.4 27.2 31.4 29.2 29.0 30.3 31.2 34.1 29.6

(機 械 機 器） 20.1 20.1 18.9 19.1 19.1 20.7 21.1 20.5 22.2 22.3 25.4 26.1

(事 務 用 機 器） 2.8 2.4 2.0 2.4 2.9 2.6 2.6 2.9 3.0 3.2 3.3 4.0

(原 動 機） 2.2 1.6 1.8 1.8 2.4 1.7 1.3 1.5 1.4 1.9 2.2 3.0

{航 機） 2.5 4.1 3.1 2.0 1.6 2.6 3.5 3.6 4.9 2.9 5.3 3.2

(精 密 機 械） 1.5 1.5 1.5 1.6 1.7 1.8 1.9 1.7 1.9 1.9 2.0 2.3

対米輸入比率* 24.2 20.4 20.1 18.2 17.5 18.6 18.5 17.4 *17.7 18.3 19.5 19.7

対米工業製品輸入比* * 40.7 39,6 36.3 39.6 39.2 44.4 43.4 45.3 46.6 50.1 53.0 46.3

T メ リ 力 の 对 B 輸 入

1973 1974 1975 1976 1977 1978 1979 1980 1981 1982 1983 1984

食 料 品 2.7 1-9 1.5 L 5 1.0 0.9 0.7 0.8 0.6 0.7 0.7 0.6

原 燃 料 1 0.5 0.4 0.3 0.2 0.2 0.3 0.5 0,2 0.2 0.1 0.2 0.2

軽 工 業 品 15.1 10.5 10.4 10.4 10.6 9.4 8.3 8.5 9.0 9.5 9.7 8.8

( I S 維 • 同 製 品 ） 5.5 3.8 3.9 3.7 3.4 2.8 1 0 1.9 2.1 1 1 2.2 1.9

重 化 学 工 業 品 80.3 85.1 85.3 86.2 87.0 88.5 89.4 89.1 89.1 88.5 88.3 89.3

(化 学 製 品 ） 2.5 4.5 3.1 2 .6 2.5 2.4. 2.4 2.4 2.5 2.5 2.6 2.2

(金 属 • 同 製 品 ） 16.6 25.3 22.4 18.5 16.8 14.1 14.9 13.3 14.0 12.1 8.5 8.4
鋼） 10.2 16.2 16.5 13.1 11.7 9.6 10.4 8.6 10,3 7.7 5.0 5.5

(機 械 機 器 ） 61.1 55.3 59.8 65.1 67.7 72,1 72.0 73-4 72.6 73.9 77.2 78.6

(享 赛 用 機 器 ） 3.5 2.1 2.4 2 .5 1 3 2.7 2.6 2.5 2.7 4.0 6.3 7.1

(電 子 管 等 ） 0.7 0.6 0,9 0 .9 1.0 1.0 1.6 1-9 1.8 2.2 2.9 3.6

( 自 動 車 ） 17.2 17.0 20.5 22.5 25.0 28.2 31.2 32.3 29.2 30.4 29.1 25.8

(科学 • 光学機器） 3.5 3.3 3.8 3.9 4.6 5,0 5.0 4.6 5.1 4.9 4.9 4.4
(テープレコーダー） 3.8 2.5 2.3 2 .4 2.7 3.0 2.9 3.1 4.5 4.2 5.6 7,2

対日輸入比率!Is 25.6 23.0 20.0 23.3 2 1 5 25.5 25.6 21.7 25.4 26-2 29.1 35.2

〔資料）外国貿易概況
〔注〕* 総輸入に占める対米. 対B 輸入の割合

* * 対米総輸入に占める対米工業製品輸入の制合
入は食料• 原燃料がその7 割を占めるため，所 得 • 価格弾力性ともに輸出が輸入を大幅に上回る。

表 2 で明らかなように， 日米貿易についても，1983年の日本の対米輸入の40%は食料品•原料品 

'であるのに対し，米国の対日輸入に占める食料品. 原料品は1 % にも満たない。 このような日米貿 

易構造は，基本的には両国の天然資源や土地• 風士といった賦存条件の差異を反映したものである。 

従って，商品別に輪入の所得と価格の弾力性が異なれば，両国の相互貿易における輸入弾力性値が 

異なるのはむしろ当然である。 しかし長期的にみると，貿易構造は両国での技術進歩率，労働力供 

給や資本蓄積の進行速度の差異によって変化する。 さらに貿易障壁の撤廃や為替レートの変更によ
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「三田学会雑誌」78巻 3 号 （1985年:8月）

表 3 日米貿易の所得•価格弾力性比較

所得弾力性 価格弾力性 推 計 期 間 資 料 等

対 日 輸 入 （1》 
(2) 
(3)

3.27
3.42
1.10 (短期） 
7.3 (長期）

-1.05

-1.86
一 0.31(短期） 
-2.06 (長期）

1973年第1 期〜1983年第4 期 
1975年第2 期〜1981年第4 期 
1973年第1 期〜1983年第4 期

昭和59年通商白»

昭和57年通商白*  m  

佐々波研究室(神岡担当）

対 米 輸 入 （1) 
(2) 
(3)

1.55
1.46
0.62 (短期） 
2.48 (長期）

—0.45
-0.21
-0.22 (短期） 
一0.88 (長期）

1977年第1期〜1982年第4 期 
1976年第1 期〜1981年第4 期 
1973年第1 期〜1982年第4 期

昭和58年通商白書 
昭和57年 通 商 白 書 〔注；! 

佐々波研究室(神岡担当）

〔注〕貿易収支効果をみるため貿易額をもちいたため所得弾力性が大きくなったと考えられる。

表 4 日 米 相 互 依 存 性  （単位：％)

\
アメリ力の対世界輸出に 
占める対日輸出のシェア

アメリ力の対世界輸入に 
占める対日輸入のシェア

1970年 1975年 198P 年 1983 年 1970年 1975 年. 1980 年 19ぬ年

全 品 目 10.7 11.8 9.6 10.9 14.7 8.8 13.1 16.2
製 品 6.6 4.5 6.0 7.6 21.6 21.2 24.4 25.0

繊 維 製 品 3.2 2.5 3.1 4.2 26.6 22.0 15.5 18.6

化 学 製 品 8.4 6.8 8.9 13.2 12.1 10.8 8.3 10.3

( 葉 品） 9.3 14.2 16.3 20.4 6.1 9.9 12.2 11.7

全 機 械 機 器 6.6 3.9 5.0 6.1 20.7 23.7 35.0 35.5

(一般. 電気機器） 7.6 4.3 4.5 6.8 26.7 22； 3 34.9 31.4
(精 密 機 器 ） 9.4 S.6 9.5 9.9 31.3 34.4 37.1 28.3

( S 動 車 ） 1.3 1.2 1.2 0.9 10.2 28.4 45.0 40.4

\
日本の对世界輸出に占め 
る.对米輸出のシェア

日本の对世界輸入に£ め 
る对米輸入のシエア

1970年 1975年 1980年 1983年 1970年 W75年 1980年 1983年

全 品 目 31.1 20.2 24.4 29.5 '29.5 20.1 17.5 19.8
製 品 31.8 20.2 24.9 29.8 41.0 34.9 20.4 28.9

繊 維 製 品 17.9 9.0 7.5 11.1 8.8 6.1 7.5 7.4

化 学 製 PR 13.0 8.9 11.6 16.6 40.5 38.3 42.8 46.6

(葉 nn) 10.5 16.1 24.4 29.5 30.9 28.3 30.3 43.3

全 機 械 機 器 30.9 23.0 28.7 33.8 61.7 43.9 51.7 61.7
(一般• 電気機器） 32.7 20.9 29.0 27.1 59.3 49.8 50.7 63.1

(精 密 ’機 器） 30.7 27.1 24.7 27.1 57.3 46.2 56.8 74.9

( S 動 享） 40.4 29.3 43.0 47.2 52.9 44.2 29.0 19.9

(玩 具） 33.8 35.6 40.1 50.4 42.8 18.8

〔資料〕Statistics of Foreign Trade, Trade by Commodities, Series B (OECD)

玩具については外国貿易慨況（日本関税協会）

る相対価格変化によっても輸入は増加する。

1973年以降， 日本の対米輸入に占める食料品• 原料品輸入の比重は漸次低下している。1983年の
( 2 )

対米輸入の工業製品輸入比率53.0%は，対世界輸入の同比率27%の 約 2 倍である。従って， 日米貿

注 〔2 ) 総輪入に占める工業製品輪入の割合。
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日米貿易の構造分析

易では日本の輸入が食料品• 原料品といった所得• 価格弾力性の小さい製品に大きく偏り，輸出は 

所得弾力性の高い製品を中心とするという商品構造上の特質からくる輸出入弾力性の差は，対世界 

貿易よりも小さいはずである。

次に，最近の日米貿易のマクロレペルでの対日輸入，対米輸入の所得• 価格弾力性を，いくつか 

の研究結果から比較してみる。表 3 は，1973年以降のアメリカの対日輸入， 日本の对米輸入の所得 

• 価格弾力性を比較したものである。 それぞれ推定期間や推定方法に若干の差異があるものの，対 

日輸入と対米輸入の所得• 値格弾力性値には次のような傾向がみとめられる。

( 1 ) 対日輸入，対米輸入ともに所得弾力性は，価格弾力性の3 倍以上である。

( 2 ) 対日輸入の所得弾力性は，対米輸入の所得弾力性のほぽ2 倍である。

( 3 ) 対米輸入の価格弾力性はきわめて小さく，長期でも1 以下である。

以上のような対日輸入. 対米輸入の所得• 価格弾力性の差異の一部分は，表 2 のような日米貿易 

商品構成の差異を反映しているのかもしれない。そこで， このような日米貿易商品構成の差異の影 

響を除き， 日米両国市場の需要要因の差を分析するため，次享以下では，同一製品グループごとに 

対米輸入，対日輸入の輸入需要関数を導出して推定をこころみる。

第二章分析モデルと推定式の特定化

( 1 ) 分析モデルと推定式

ここでは日米間製品貿易の分析モデルを以下のように考えた。本来，第 ；財についてのそれぞれ 

の国の相手国からの輸入は， メ財に対する国内需要と•財の自国供給の差としての超過需要となる 

はずである。 しかし本稿では， 日本製の/ 財とアメリカ製のf 財との間に不完全代替を仮定し 

た。従って， 国の相手国んの/ ^ 財に対するfli要は，同時にその財の輸入需要となる。 また相手 

国の輸出供給の弾力性は無限大であると仮定し，輸入需要側で均衡貿易量が決定されると考えろ。

まず，輸入される財が消費財である場合を考え， 《'国の平均的消費者の効用関数を

U ^= U K M U ^  D% , J50 .........................................................................................(1)

M U : 相 手 国 製 y* 財に対する輸入需要 

D % ：自 国 製 財 に 対 す る 要

E* ：その他の財に対する需要 ’

国，貿易相手国がA: 国の場合 

とする。 ここで， 「その他の財」 は一括して複合財とする。 この効用関数を所得制約式

—— 2 1 (219) ——



「三田学会雑誌」78巻 3号 （I985年8月）

Y^ =  P̂ m}hM %  + P % i D U  +  P̂ E -E .̂........................................................................(2)

P*Mjk : i 国の相手国製_/'*=財の輸入価格 

P % i  : / 国 の 自 国 製 財 の 価 格

P も：#国のその他の消費財の価格 
の下で最大化する問題を考える。次に，所得制約式を '

Y " p シ ニ（ .M シ +  D]i +  p y p ^ i- P i； .................................................. (3)

のように変形すれば，輸 入 需 要 Mjfcは次のように示される。

Mjk =MjkC Ŷ /Pojif P^Mjk/ P\)jii P\}ji) ............................................................(4)

次に，企業が中間財• 資本財として用いるためにゾセ財を輸入する場合を考える。ズ国の代表的 

企業の生産関数を

X^ =  XK m U , dji, n ............................................................................................... (5)

m j ,：貿易相手国製jk (中間財あるいは資本財）投入量 

パ 自 国 製 f  (中間財あるいは資本財）投入量 

/ ' : その他のすべての生産要素投入量 

とし， この技術制約の下で，総費用

C^=w^'l^+pmjk • nijk+p\]i * めi ............................................................................ (6)

pmjk : の価格 

/>もパ：d*jiの値格 

W* ：その他の投入要素の価格 

を最小化する問題を解くと，j k 中 間 財 （あるいはjk 資本財）に対する輸入需要関数は，

=  pmjk/p^dju W^/pdjd .........................................................................(7)

として求められる。

ある程度集計されたレベルでの財別輸入需要関数を推定する場合には，それが消費財であるのか 

中 間 財 • 資本財であるのかを判別しにくいため，本稿では消費財あるいは中間財.資本財としてん 

国から国に輸入される第ゾ財の輸入需要関数を

MU = MU ipMik/P%u Yypd...................................................................... (8)
v y p i : f 国 の 実 質 G D P

と し 特 に

In ニが +  が プ ，/PivO+c: In ( f V A )  ..................................................... (9)

がく 0 c^>0

のように，対数線型に特定化し，推定期間を通じて一定と仮定される相対価格の弾力性，所得の弾 

力性を計測した。
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また価格変化は，輸入需要に徐々に影響を及ぼしていくと考え，四半期データによる推定の場合 

にはアーモン型分布ラグを用い，年次データによる推定の場合には， 当期と1 年前の価格の単純平 

均を用いての推定も行った。

( 2 ) 分 析 デ ー タ

本稿では，1965年から79年までの年次データを用いた場合と，1975年 第 1 四半期から1984年 第 3

四半期までの四半期デ一タを用いた場合の二つのケ一スの推定を行った。

年次データを用いた推定の对象品目は，表 5 に示される18品目である。年次データについての説
(3 )

明は以下のとおりである。 ます貿易データであるが，米国の対日輸入データとしては日本の産業連 

関表の資易マトリックス（43部門分類，生産者価格表示）の日本の对米輸出データを用い， 日本の対 

米輸入データとしては，U. S. Department of Commerce, "U . S. Export F T 610" (SIC 分類,購 

入者価格表示）のデータを黒田昌裕教授研究室のコンバーターを用いて上記の18品目に整理し，1972 

年の財別マージン表（U. S. Deportment of **Commerce, Survey of Current Business," April 1979より） 

を用いて，生産者価格表示に変更した。各品目についての国内財価格としては， 日米それぞれの生 

産者価格指数を用いた。 また各品目についての日本の対米， アメリカの対日輸入価格としては，輪 

出国の生産者価格指数を為替レートで調整したものを用いた。従って， 日本の対米輸入関数におけ 

る相対価格としては， ERI/Pijj (ただしPgプびはアメリ力の財の生産者価格指数，E R Iは円の 

対ドル為替レート指数，-P i j j は日本のメ財の生産者価格指数）を用い，アメリ 力の対日輸入関数におけ 

る相対価格としては， P i j IE R V を用.いた。''

四半期データを用いた推定の対象品目は，表 6 に示されるとおり，繊 維 • 衣服製造，化学製品， 

化学製品に含まれる医薬品，一 般 • 電気機器, . 精密機器， 自動車， 具 の 7 品目である。各品目に 

ついての日米貿易額としては，r外国貿易概況J ( 日本関税協会）のデータを用いており，各品目の国 

内財価格としては， 日本については「物脚指数年報（日銀)」 の国内卸売物価指数を用いた。 アメリ

力については，U. S. Department of Labor, Bureau of Labor Statistics. **Wholesale Prices
(4 )

and Price Indexes"の卸売物価指数を用いた。

日本の対米， アメリカの対日輸入財価格の四半期データとしては，年次データによる推定の場合 

と同後に，輸出国の卸売物価指数を為替レートで調整したもの（すなわち日本の対米輸入価格としては 

F ^ju X E R I,米国の对日輪入価格としてはプjAE斤/ ) を用いた。 しかしながら四半期データによる推 

定では，分析対象の全期間が変動相場制下にあり，為替レートの四半期データは，年次データに比 

ベて激しく変動するため，為替レートの動きが輸入物価に即座に影響を及ぼすか否かが， この方法

日米貿易の構造分析

法 （3 ) 1965年から75年までの貿易の年次データおよび日米両国の生産者価格指数の年次データは，黒田昌裕教授の研究室 

におk、て作成された日米比較可能なデータの提供をうけた。

( 4 ) 1978年3 月から"Producer Prices and Price Indexes"と改められた。
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「三田学会雑誌」78卷 3 号 （1985年8月） .

力';適切であるか否かを決定することになろ。 そ こ で r物 価 指 数 年 報 （日銀)」 の円ベースの対世界輪

入物価指数を全輸入品平均，機械機器，繊維品についてプロットし， これを円の対米ドル為替レー

ト指数の動きと比較してみた。 図 1 から， いずれも為替レートの動きをよく追っていることがわか

る。 さらに， 日本の対米輸入が対世界輸入の50% 以 上 を 占 め る （表 4 ) 機械機器については， 日本

の 円 ペ ー ス 輸 入 物 価 指 数 は 「アメリ力の卸売物価指数X 為 替 レ ー ト指 数 （円/ ドル)」 の 動 き と ，

1980年以外の時期においては，か な り よ く 似 た 動 き を し て い る （図 1)。 こうした享実から， _/品目

についての日本の対米輸入物価指数として，r ；品目についてのアメリ力の卸売物価指数X 為 替レ

ー ト 指 数 C円/ ドル)」 を用いることは，かなりの程度正当化される。

次に， アメリ力の需要者が直面するアメリ力の対日輸入価格をみる指標として入手可能なデータ

で あ る 「物 価 指 数 年 報 （日銀)」 の契約通貨ベースの日本の対世界輸出物価指数を，全輸出品平均，

繊維品，機械機器，船舶を除く輸送機器についてプロットし， これを米ドルの対円為替レート指数

の動きと比較してみたのが図2 である。 図 2 によると， いずれの品目でも契約通貨ベースの輸出物

価指数の動きは為替レートの変動幅よりもかなり小さく， 中でも機械機器の契約通貨ベース輸出価 
一 （5)

格指数の動きは非常に小幅である。 このように， 日本の円ペースの輸入物価は為替レートの動きを 

四半期という短期の間にかなりの程度反映するのに対し， 日本の契約通貨ペースの輸出価格は為替 

レートの反映の幅が小さいのである。

こうした享実について，宮 本 〔6 〕では次のような説明がなされている。r 日本の全輸出に占める 

ドル建契約による輸出の割合や日本の全輸入に占めるドル建契約による輸入の割合は圧倒的に高く， 

そのため，為替レート変化に伴って円ペースの輸入価格は即座に変化す 'るのに对し， ドルベースの 

輪出価格は，為替レートが変化しても改めて契約し直すまでは変化しない。 このような日本の輸出 

価格の契約変更は， 日本の輸出業者の為替レートの先行き見通し，販売見通しなどの影響をうけ，

徐々に行われるのであろう。 また日本の輸出業者が輸出価格変更を望んでも，外国の輸入業者との 

交渉が直ちに合意に達するとは限らない。」 さ ら に 宮 本 〔6 〕は， マクロの輸出価格でみると，為替 

レュト変化の約6 割が， 1 年 か ら 1 年半程度にわたって徐々にドル建輸出価格に反映されると分析 

している。

本稿では，米国の対日輸入価格として， 日 本 の 契 約 通 貨 ベ ー ス の 輸 出 価 格 指 数 （契約通貨ベースの 

ものが得られない自動車，医薬品，現具については，円べ'■スの輸出'物価指数を円の対米ドル為替レート指数で 

除したもの）を用いた場合についても推定を行った。 この方 法 は 日 本 の 対 米 輪 出 が 対 世 界 輸 出 に 占  

める割合の高い機械機器， 自動車，玩 具 （表 4 ) については特に望ましい。

なお，年次データ，四半期データのいずれについても，輸入数量は， Learner &  Stern〔 3 〕に

注 （5) 0 2 の船舶を除く輪送機器の契約通貨ペースの輪出物価の1981年以降の上昇傾向は，この指数の構成項目の33% 

(1984年について）を占める対米自動車輪出についての自主規制に関係しているものと思われる。
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日米貿易の構造分析

従って輸入額を輸入価格として用いている価格指数でデフレートして求めた。 為替レートは，IMF, 

"International Financial Statistics，、の期中平均データを用い，実 質 G D P は 日 本 に つ い て は 「国 

民経済計算年報」（経済企画庁)， アメリ力については，U. .S. Department of Commerce, "Survey 

of Current Business"の デ ー タ （両者とも四半期デ一タは季節調整済のもの）を用いた。

第三享日米輸入関数の計測結果

表 5 に，1965〜79年の年次データを用いて推定したアメリカの对日輸入関数と， 日本の対米輸入 

関数の計測結果を示した。

その結果をみると， アメリカの対日輸入関数では，18のうち15の品目で所得，価格両弾力性とも 

に 5 % の水準で有意となっている。残 る 3 産業のうち，繊 維 と 皮 革 • 同 製 品 で は 価 格 は 1 % 水準で 

有 意であるが，所得は有意でなく，木 材 • 同製品では所得係数の符号条件が満たされない。

一 方 ， 日本の対米輸入関数では，所 得 ，価 格 と も に 5 % 水準で有意となっているのは18品目中， 

衣服製造，化 学 ，紙 • バルプ，皮 革 • 同製品，精 密 機 器 の 5 品目のみである。所 得 は 5 % 水準で有 

意 ，価格は10% あるいは20% 水參で有意となっているものは，家 具 （1 0 % ) ,ゴ ム • 同 製 品 （10%), 

自 動 車 C io % ),木 材 • 同 製 品 （2 0 % ) ,繊 維 （2 0 % ) ,電 気 機 器 （20%)の 6 品目である。 出 版 • 印刷，

裏 業 • 土石，金属製品，一般機械， その他の輸送機械では相対価格はまったく有意でないか，係数 

の符号条件が満たされていないかのどちらかである。 これは， 米国の対日輸入関数ではすべての品 

目で価格が少なくとも10% の水準で有意となっているのと対照的である。 食品と一次金属では，価 

格 は そ れ ぞ れ 1 % 水準，10%水準で有意であるのに対し，所得がまったく有意でない。

次に，両国の所得弾力性，価格弾力性の大きさについてみたい。 まず所得弾力性の大きさである 

セ\ Houthakker &  M agee 〔2 〕の研究以来いわれているように， 日本の輪入弾力性は米国の輪入 

弾力性よりも小さな値を示している。 日本では，所得が増加しても米国よりも輸入品が増加しにく 

い構造となっていることがわかる。 日米ともに所得弾力性がプラスとなっている17品目のうち， 日 

本の对米輸入の所得弾力性がアメリ力の对日輸入の所得弾力性よりも大きかったのは繊維製品のみ 

であり，他のすべての品目でアメリカの対日輸入の所得弾力性は日本のそれに比べて非常に大きく， 

なかでも自動 車 は 日 本 の6 .2 倍 ，一般機械では6.5倍 ，家具では6.3倍 ， 出 版 . 印 刷 で は 7 倍の大き 

さを示しており，金 属 製 品 で は 4 倍 ，電気機器では2. 5倍 ，化学製品では1.9倍となっている。 次に 

価格弾力性の大きさをみると， いずれの品目についても所得弾力性よりは小さな値となっているが， 

品目間で比較すれば， 日本の対米輸入， アメリカの対日輸入とも衣服製造，家 具 で 3 以上という大 

きな値となっており， ア メ リ カ の 対 日 輸入においては皮革 • 同製品，紙 . パルプ， 自動車，食品， 

電 気 機 器 で も 3 以上となっている。
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表 5 アメリカの对日輪入関数， 日本の対米輪入関数（1 9 6 5〜7 9年）

「三田学会雑誌」78巻 3 号 （198S年8月）

アメリカの対日輸入
lnJ>f= \n\MV/{PJ/ERI)\ \a{PJU) + r^ Inl̂ GDPU)

推疋风：\nM= In\MV/{PJ/ERI)\ \n{PJUl) + r̂  ̂la{GDPU)

a び タざ . r び
ダミ一 
変数導入

DW

食 品 -34.8894 一3.3039 2.7475 2.4636 0.9011
(-4.6597) ト8.5624》 (5.1677)

编雄製品 -5.9507 -2.2872 0.7268 2.6320 0.9351

(-0.7101) (-6.7337) (1.2268)

衣服製造 -37.6638 一3.2552 2.9781 1.5738 0.8097

(-2.6523) (-5.5399) 《2.956B)

紙.パルプ -53.1840 -3.9572 3.9103 1.2625 0.7223

(-3.3182) (-5,5024) .(3.4409)

出版•印刷 -76.6240 -3.0744 5.5548 1.1668 0.8755
(-7.5252) (-9,5242) 《7.6753)

木材.同製品 41.9271 -2.8333 -2.7347 1.4015 0.9047
(6.8831) (-4.7529) (-6.3583)

家 具 -34.0569 -3.2078 2.5314 0.6503 0.7423

(-2.1504) ト4.8714) (2.2535)

7坪ダミ-
化学製品 -30.5909 一2.6840 Z.4513 9.8084 1.0006 0.5925

ト3.4782) (-3.4214) (3.9248) (3.5287)

ゴム•同製品 -30.7037 -2.3532 2.4216 1.1059 0.6946

(-2.7683) (-5.3689) (3.0894)

皮革•同製品 -16.5640 一3.2393 1.3355 0.7410 0.8444

ト0.8484) (-4.6430) (0.9649)

棄業•土石 -17:5932 -1.4398 1.5235 0.5898 0.9593
(-2.9404) (-4-658り (3.5847)

73年ダミー
金属製品 -51.9680 一2.3223 4.0086 0.5855 1.4630 0.8550

(-6.6224) (-4.2270) (7.1978) (4.0595)

74年ダミー
一次金厲 -23.3801 -1.8716 2.0659 0.5009 2.9068 0.9105

ト8.7349) (-8.1030) (10.8947) (6.5511)

一般機械 -78.3396 -1.6401 5.8900 1.3228 0.9665
(-16.1794) ト4.7069) (17.1347)

電気機器 -65.2349 -3.0222 5.0401 1.6279 0.9653
(-17.9264) (-6.7465) (19.5808)

精密機器 -62.3308 -0.7385 4.7060 2.326» 0.9921

(-23.8477) (-5.0345) (25.3684)

自 動 率 -161.711 -4.0116 *11.8166 1.1452 0.9469
(-13.716]) (-4.1811) (ド.1288)

その他の -67.0937 -2.5844 5.1003 0.9165 0.7129

翰送機械 (-5.6617) (-3.4582) (6.0562)
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表5 のうづき

日本の封米輸入
雑 ぎ ： In M=\n{MV/PU)=a^+0{ In(PK/) + ŷ  ]n{GDPJ) 
® 足ス：In M=\n{MV/PU)̂ â +0i Jn(Pび7り +  パ In(C£)PJ)

K パ
ダミ一 
を数導入

^ 2

食 品 10.5739 -2.7822 0.1390 2.1718 0.9282

(4.5816) (-7.5453) (0.6891)

74年ダミー
織雄製品 -9.7487 -0.7403 1.6665 1.1990 1.3372 0.7750

(-1.1963) (-0.7898) (2.3743) (2.7576)

あ服製造 -2.5316 -3.3903 0.9449 1.9117 0.9546

ト0.6554) (-6.8034) (2.8051)

紙.パルプ 7.3608 -1.6111 0.3293 2.4158 0.9153

(3.6555) (-5.9868) (1.8754)

出版•印刷 0.7078 0.9021 0.8029 0.8488 0.1133

(0.1431) (1.9278) (1.8489)

木村.同製品 -9.6197 -0.7407 1.9047 1.0076 0.9275

(-5.0444) (-1.5957) (11.6004)

家 具 1.3353 -3.0445 0.4076 1.7777 0.9185

(0.3500) (-6.5374) (1.2240)

化学製品 -2.6642 -0.9039 1.3019 2.5081 0.9197

(-1.6412) (-2.3061) (9.1961)

ゴム•同製品 5.5168 -0.8682 0.4848 1.9986 0.6621

(1.7461) (-2.2161) (1.7764)

皮革•同製造 -1.0565 -1.7064 0.7608 1.4284 0.9190

(-0.3524) (-5.1051) (2.9137)

塞.業.土石 -4.8852 0.5460 1.2775 1.4474 0.6876

(-1.5994) (1.1932) (4.7803)

7がー4年
金属製品 -0.1720 0.9451 0.9538 0.6596 1.5914 0.7147

(-0.0526) (1.5111) (3.3547) (4.2064)

一次金厲 11.9890 -2.3455 0.0217 1.5719 0.2223

(2.6956) (-2.1096) (0.0564)

一般機械 2.0986 -0.1379 0.9304 1.3828 0.8125

(1.2900) (-0.4276) (6.5644)

電気機器 -11.2701 -0.3644 2.0044 1.8003 0.9573

(-8.2425) (-0.8281) (16.9886)

精密機器 -8.6385 -0.7721 1.7458 1.4465 0.9820

(-6.8259) (-3.4555) (15.7933)

自 動 享 -11.3365 -1.1737 1.8572 1.0372 0.9056

(-4.7484) (-1.9321) (8.9339)

その他の -2.6167 0.4826 1.2991 1.8166 0.5165

輪送機械 (-0.6445) (0.6466) (3.7059)

〔注 1 〕P y  ：日本の生産者価格指数(1970年=100)

P び：アメリカの生産者価格指数(1970年=  100)

E R I  : 円の対ドル為替レート指数(1970年=100)

P J  U - .PJ /E R I/PU

P U J  ： P U /P J /E R I

P J U 1 : / V びの当年と1 年前の単純平均
P U J  I : P び/ の当年と1年前の単純平均

MV  ：輸入金額（ドル表示）

〔注2 〕いずれも推定で最も良好であった結果をとってある。

( ) は M 6

D W ：ダービン.ワトソン比 

: 自由度修正済決定係数 
〔注3 〕推定期間は，ラグ付変数を含む場合は1966〜79年，他は1965〜79年。
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次に， 1975年 第 1 四半期から1984年 第 3 四半期までの最近のデータを用いて行った推定の結果を 

表 6 に示した。 ここでは相対価格にアーモン型分布ラグを用い，係数の合計としての長期の輸入価 

格弾力性を推定した。

まず， ア メ リ カ の 対 日 輸 入 価 格 と し て 「日本の卸売物価指数/ 円の対ドル為替レート指数」 を用 

い た 場 合 （表 6 くケース1 > ) と 「日本の輸出物価指数」 を 用 い た 場 合 （表 6 くケース2 〉） とを比較して 

みると，所 得 弾 力 性 は す べ て の 品 目 に お い て 〈ケ ー ス 1 〉 の方で若千大きく計測されており，価格 

弾力性は有意に計測されている品目のうち，繊 維 • 衣服製造，化学， 自動車の各品目では < ケース 

2 〉 の方が，一 般 • 電 気 • 精 密 機 器 で は 〈ケ ー ス 1 〉 の方が若干大きく計測されているが,.全体と 

してはそれほど大きな差はみとめられない。

次に， この最近時点の四半期データによる計測結果を，1965〜79年の年次データによる推定と共 

通の品目については， さきの結果と比較しながら検討する。 年次データ推定と四半期データ推定と 

では対象期間が異なろので，両方の結果を比較すろことにより，過去に比べて， オイルショック以 

降の最近の弾力性がどのように変化してきているのかを明らかにすることができる。 まずアメリ力 

の対日輸入では，年次データによる推定結果と同様に，価格弾力性は玩具以外の各品目でかなり有 

意に計測されているが，各品目とも年次データによる推定の場合に比べて値が小さくなっている。 

所得弾力性の大きさも，年次データによる推定の場合に比べて，一 般 • 電気機器， 自動車で大幅に 

小さくなっており，精密機器でもわずかながら小さくなっている。 ただし，繊 維 •衣 服 製 造 の 所 得  

弾力性は大きくなっている。一方の日本の対米輸入においては，価 格 弾 力 性 は 一 般 •電 気 機 器 で は  

相変らず有意に計測されず，化学では年次データによる推定の場合に比べて有意性がかなりおち， 

が-2が15%水準で有意となっているのみである。 価 格 弾 力 性 が 有 意 に 計 測 さ れ て い る 繊 維 .衣 服 製  

造 ，精密機器ではその値は年次データ推定に比べて少し増大している。 これに対して， 日本の対米 

輸入の所得弾力性は， 自動車，玩具以外は有意に計測されており，. 化 学で1.30から2. 30に，機械類 

では一般機械の0. 9 3 , 電気機器の2. 00から両者平均で1.93に， また精密機器では1.85から2. 42にと, 

いずれの品目でもかなりの上昇が認められる。 つまり，価格弾力性はアメリカの対日輸入で低下し 

たことにより日本の対米輸入でのそれとの差が縮小し，所得弾力性は日本の対米輸入でかなり上昇 

し， アメリカの対日輸入で低下したことにより，両者の差が縮小してきたことがわかる。 特に， 日 

本の対米輸入の比率の高い化学製品，機械機器において， 日本の対米輸入の所得弾力性の上昇が確 

認され， アメリカの対日輸入のそれは機械機器において低下，化学製品においてほとんど変化して 

いないことが明らかにされた。

医薬品については， 日本の対米輸入において価格変化の効果が1 年 後 か ら 1 年半後に及ぶという 

結果が得られた。 また医薬品の所得弾力性は， 日本の対米輸入においてはアメリカの対日輸入にお

r三田学会雑誌」78巻 3号ひ985年8月）

注 （6 ) 1975年におけるウェイトで年次デ一タ推定の繊維と衣服製造を合わせた値格弾力性を求めると約2 .0となる。
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日米貿易の構造分析

けるそれの約半分であり，両者の差は四半期データによる推定の対象品目のうちで最大である。 自 

動車に関しては， 日本の対米輸入では所得弾力性は有意にマイナスの値となっており，最近時点で 

は日本の対米自動車輸入が一方的な減少倾向を示していることがわかる。一方のアメリ力の対日自 

動享輸入では， 日本の対米輸出自主規制の数量調整期とみられる1983年 第 1 四半期と1984年 第 1 四 

半期に激減しているため，それらの期にダミー変数を用いると， ケース1 , ケース2 のいずれにお 

いても良好な結果が得られた。すなわち，所得弾力性は年次データを用いた推定時期に比べてかな 

り低下したが，それでもなお四半期データによろ推定の対象品目のうちで最も高し、値を示している。 

価格弾力性は. 年次データによる推定時期よりも大幅に小さくなり，四半期データによる推定の自 

動車以外の対象品目の価格弾力性に比べても小さいといえる。 このことにより，最近時点ではアメ 

リ力の対日自動車輸入は価格変化の影響をあまり受けずに，所得の上昇に伴って大ホ富に増加してお 

り， 日本の対米自動車輸出自主規制の影響は，数量調整期にのみ激減するという形で表われている 

ことがわかる。従って， 自動享については， 日本の対米輸入の一方的減少傾向とアメリカの対日輸 

入の一方的増加傾向が構造的に生じているといえよう。

ま と め ：若千の政策的含意

1985年 4 月11日にプリンストン大学で行われたシュルツ国務長官の演説は， 日米の370億ドルに 

のぼる貿易収支不均衡は両国間に激しい唐擦をひきおこし，米国内での保護主爱的要求が増大する
C7)

大きな原因となっていると述べている。 シュルツ演説はこのような巨額の不均衡を縮小する政策手 

段として日本国内で投資機会を喚起して，生産と消費とのギャップをうめること；日本資本市場開 

放をすすめ，R の国際的な役割を高め，円が日本の経済力を十分に反映するようにすること；さら 

に 貿 易 • サービスの自由化をすすめ，輸入を拡大することをあげている。

このようなシュルツ演説の不均衡是正策による長期及び短期の効果を，本稿の分析から推論して 

みよう。

( 1 ) 日本の対米輸入の所得弾力性は， アメリカの対日輪入の場合の約半分である（表 3)。従って，

日本の内需拡大によって日本の成長率がアメリ力の2 倍になってはじめて不均衡は縮小に向か
( 8 )

う。 日米貿易の不均衡を両国の「景気のすれちがい」 に起因するとの考え方もある。 しかし日 

本がきわめて高成長， アメリ力が低成長の局面ではじめて不均衡は縮小に向かう可能性が生れ 

るにすぎない。

注 〔7 ) U. S. Secretary of State Shultz’s Speech at Princeton University, April U , 1985, Official Text,米国大

使館広報• 文化交流局報道部。

( 8 ) 例えば小官（1985)は，マクロ運営と経済摩擦について「日米雨国の経常収支あるいは貿易収支の不均衡が生じる 

のは，両国の景気局面の「ズレ」によるところが大きいと考えられる」（P .67 )と述ぺている。

-- 33 (.231}---



( 2 ) 上記の日米の輸入所得弾力性の差異の一部は，両 国 間 の 相 互 貿 易 商 品 構 造 の ち が い に よ る  

(表 2)。すなわち， 日本側は所得弾力性の小さい原料や食料をアメリ力から多く輸入している。 

しかし両国で同じ輸入製品を比較した場合でも， 日本の対米輸入の所得弾力性はアメリ力の対 

日輸入より小さい。 ことに1965年〜79年 の デ ー タ を 用 い た 表5 によると， アメリカの対日輸入 

の所得弾力性は， 日米資易ぎ擦の起きた自動車，一般機械，電気機器で大きな値を示している。

( 3 ) し か し 1975年 第 1 期〜1984年 第 3 期 の デ ー タ を 用 い た 表6 の 結 果 を 表 5 と比較すると，イ匕 

学製品や機械類では日本の対米輸入の所得弾力性が上昇している。従って，今後日本の対米輸 

入のうちに占めるこれらの商品の割合が高まれば，長期的には日本の黒字不均衡が内需拡大に 

よる対米輸入増加によって是正される可能性が強まろう。

( 4 ) 日米ともに価格弾力性は，所得弾力性よりも小さい (表 3 , 表 5 , ,表 6 )。 ことに短期の価格弾 

力性は，各商品ともに小さい。 従って，為替レートをはじめとする相対価格変化は， 中長期的 

に相互貿易構造を変える効果をもつが，短期的には日本側の内需拡大による所得効果の方がは 

るかに大きい貿易収支不均衡の是正効果をもつ。

(5) 個別製品の輸入価格弾力性をみると，1965年〜79年のデータによる計測結果では， アメリカ 

の対日自動車輸入，電気機器輸入がそれぞれ一3. 02, — 4.01という大きな値であった。 アメリ 

力 の 対 日 輸 入 急 増 が 価 格 要 因 （日本側価格の低下） に よ っ て も 惹 起 さ れ た こ と が わ か る （表 5 ) 。

( 6 ) 一方， 日本の1965年〜79年データを用いた個別製品の対米価格弾力性は，全般的に当該製品 

のアメリカの対日価格弾力性よりも小さい。 し か し 1975年 第 1 期〜1984年 第 3 期のデータを 

用いた計測結果をみると，繊 維 . 衣服製造， 玩具については日本の対米輸入弾力性は， アメリ 

力の対日輸入弾力性を上回っている。 おそらく繊維， 衣服をはじめとする軽工業品については， 

ア メ リ 力 がM F A をはじめとする諸規制を導入しているのに対し ， 日本は引き続き市場開放を 

すすめてきたことが， このような差異を生1；?結果になったと考えられる。 従って， 日本の市場 

開放策の実施や市場透明度の確保は， 中長期的に円高といった相対価格変化による貿易不均衡 

是正の可能性を増す効果をもつ。

( 7 ) もとより本稿の分析は，理論モデルの構築，推定式の特定化等に多くの問題点を残している。 

例えば，1965年〜1979年データを用いたアメリカの対日自動車輸入， 電気機器輸入で所得弾力 

性がきわめて高いのは， 日本側の輪出历力が働いたためかもしれない。 本稿では，輸出供給の 

弾力性は無限大を仮定し，輪入ま要関数の推定から，所 得 • 価格の弾力性を求めている。 しか 

し，輸出急伸を惹起するような輸出供給サイドの行動をモデルに陽表的に組み込むことで， 日 

米の景気に日本側の低成長といったすれちがいがおきた時に，両国の所得弾力性に大きなちが 

いが生れるメカニズムが明らかになるかもしれない。 また，1965年 〜 1979年にみられる日本の 

対米輸入所得弾力性が，紙 • バルプ， ゴ ム • 同製品，金属製品といった中間素材製品でことに

—— 34 (232) ——

「三田学会雑誌」78巻 3号 （1985年8月）



日米資易の構造分析

低いのは，石油危機後，1974年〜1976年の高い輸入在庫率のせいかもしれな,い。

( 8 ) 本稿の分析は， このような制約をもつものであるが， 日米貿易の構造分析の結果は日米資易 

不均衡是正を目的とする政策効果の大きさは，内需拡大，市場開放，円高是正等でかなり異な 

るであろうことを示唆する。従って，現実の日米資易不均衡是正の可能性は， これらの政策の 

組合わせによって長期• 短期ともにかなりちがったものとなるであろう。
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